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Ⅰ 実施概要Ⅰ．実施概要

調査目的 春季労使交渉 協議 結果や人事 労務に関するト プ ネジ１．調査目的：春季労使交渉・協議の結果や人事・労務に関するトップ・マネジ
メントの意識や意見などを調査するため、1969年から毎年実施。
本調査結果は、春季労使交渉・協議に臨む経営側の基本スタンス
である 経営労働政策委員会報告の作成にあたり重要な参考資料である、経営労働政策委員会報告の作成にあたり重要な参考資料
としている。

２ 調査対象：経団連会員企業及び東京経営者協会会員企業（計1 914社）の２．調査対象：経団連会員企業及び東京経営者協会会員企業（計1,914社）の
労務担当役員以上

３ 調査時期：2013年７月～８月３．調査時期：2013年７月～８月

４．回答状況：調査対象企業1,914社のうち、
有効回答社数は637社〔回答率33 3%〕有効回答社数は637社〔回答率33.3%〕
産業別：製造業298社（46.8%）、非製造業326社（51.2%）、業種無記入13社（2.0%）
規模別：従業員500人以上472社（74.1%）、500人未満156社（24.5%）、

規模無記入９社（1.4%）
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Ⅱ．調査結果

１ 労働組合等との協議や施策の実施状況等１．労働組合等との協議や施策の実施状況等

（１）労働組合の有無

【参考：製造業・非製造業別】

628 379 23 77 149

100.0% 60.4% 3.7% 12.3% 23.7%

296 220 14 28 34

100.0% 74.3% 4.7% 9.5% 11.5%

321 151 9 48 113321 151 9 48 113

100.0% 47.0% 2.8% 15.0% 35.2%
※

（２）2013年春季労使交渉・協議の実施状況（２）2013年春季労使交渉 協議の実施状況

【参考 製造業 非製造業別】【参考：製造業・非製造業別】

620 446 174

100.0% 71.9% 28.1%

288 243 45

100.0% 84.4% 15.6%

321 195 126

100.0% 60.7% 39.3%

-2-



（３）労使交渉等において労働組合等と議論した内容（複数回答）
※労働組合のない企業は 労働組合を従業員代表等とおきかえて回答（以下同様）※労働組合のない企業は、労働組合を従業員代表等とおきかえて回答（以下同様）

①賃金関係

＜春季交渉以外の交渉や話し合いの場で議論した内容＞ ＜2013年春季交渉で議論した内容＞

n=331 n=427

②賃金以外の労働条件

＜春季交渉以外の交渉や話し合いの場で議論した内容＞ ＜2013年春季交渉で議論した内容＞

n=331 n=427
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③雇用の維持・安定に関する議論の有無③雇用の維持 安定に関する議論の有無

【参考：雇用の維持・安定について議論した企業の割合】
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（４）この１年間で実施を決定した施策（複数回答）

①賃金関係 ②賃金以外の労働条件
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（５）いわゆる非正規従業員に関する議論と施策

①春季労使交渉・協議における議論の有無

＜n=632＞

②施策の実施状況（複数回答）

＜既に実施している施策＞ ＜今後更に充実を図る施策 導入する施策＞

＜n=632＞

＜既に実施している施策＞ ＜今後更に充実を図る施策・導入する施策＞

＜n=463＞ ＜n=171＞

（６）競争力強化に向けた労働組合等との情報共有の内容（複数回答）

＜春季交渉以外の交渉や話し合いの場で情報共有した内容＞ ＜2013年春季交渉で情報共有した内容＞

＜n=489＞ ＜n=346＞
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２．賃金関係の決定方法等

（１）賃金を決定する際の判断材料

①賃金決定の際に重視する業績は単体ベースか連結ベースか①賃金決定の際に重視する業績は単体ベースか連結ベースか

＜賃金改定＞ ＜賞与・一時金＞

%

＜n=585＞ ＜n=620＞

②賃金改定や決定の際に判断材料とする業績の期間
※「判断材料としない」は、業績の「実績（過去）」若しくは「見通し（将来）」を期間にかかわら
ず、賃金改定や賞与・一時金額の決定の際に判断材料としない企業

【ベースアップ】 【定期昇給】
＜実績（過去）＞ ＜見通し（将来）＞ ＜実績（過去）＞ ＜見通し（将来）＞

%%

【賞与 時金】

＜n=464＞ ＜n=446＞ ＜n=565＞ ＜n=534＞

【賞与・一時金】
＜実績（過去）＞ ＜見通し（将来）＞

%

＜n=613＞ ＜n=570＞-6-



③賃金決定の際に判断材料とする要素（上位３つまで選択）

（２）賃金制度

①定期昇給制度等の有無
※制度はなくても、実態としてほとんどの従業員が毎年一定の時期に昇格する場合にも「ある」を選択
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②従業員が創出する付加価値と賃金水準の整合性を高めるための
賃金制度の見直し状況

＜n=631＞

【賃金制度見直しの対応内容】

＜n=530＞＜n=530＞

（３）経営のグローバル化に対応した自社・グループの人事・賃金
制度の見直し（複数回答）

＜現行の制度・運用＞ ＜今後の方向性＞

＜n=514＞ ＜n=552＞
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３．ワーク・ライフ・バランスの推進

（１）経営戦略の一環としての推進・推進体制の整備

①経営戦略としての推進の有無 ②推進体制（複数回答）①経営戦略としての推進の有無 ②推進体制（複数回答）

（２）実現に向けた施策（複数回答）

既に実施し る施策 今後さらに充実を図る施策や導入予定 施策＜既に実施している施策＞ ＜今後さらに充実を図る施策や導入予定の施策＞

＜n=617＞ ＜n=358＞
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４．女性役員・管理職の登用

（１）女性役員の登用

①女性役員（取締役 監査役 執行役 執行役員等）の有無①女性役員（取締役、監査役、執行役、執行役員等）の有無

【参考：上場・非上場別】

634 81 15 56 482

100.0% 12.8% 2.4% 8.8% 76.0%

385 32 12 43 298385 32 12 43 298

100.0% 8.3% 3.1% 11.2% 77.4%

235 48 3 12 172

100 0% 20 4% 1 3% 5 1% 73 2%100.0% 20.4% 1.3% 5.1% 73.2%

②女性役員の登用に関する当面の対応（複数回答）

〔56.5%〕

〔12.5%〕

〔9.2%〕

〔11.6%〕

〔35.4%〕

〔3 8%〕〔3.8%〕
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③女性従業員が最初に役員に登用される見込み時期（おおよそのイメージ）
※現在、社内から登用された女性役員がいない企業を対象に調査

（２）女性管理職の登用

①現時点における女性管理職の有無

（ⅰ）部長相当職の有無 （ⅱ）課長相当職の有無（ⅰ）部長相当職の有無 （ⅱ）課長相当職の有無
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②女性管理職数の増減（５年前との比較・５年後の見通し）

（ⅰ）部長相当職 （ⅱ）課長相当職

【現在、部長相当職のいる企業】 【現在、課長相当職のいる企業】

【現在、部長相当職のいない企業】 【現在、課長相当職のいない企業】【現在、部長相当職のいない企業】 【現在、課長相当職のいない企業】

③女性管理職比率の増加に向けた対応（複数回答）
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５．高齢者の活躍推進

（１）高齢法に基づく雇用確保措置等

①雇用確保措置の内容 ②高年齢従業員の活用方法（複数回答）①雇用確保措置の内容 ②高年齢従業員の活用方法（複数回答）

（２）60歳到達後の賃金等
※65歳までの雇用確保措置として、継続雇用制度を導入している企業を対象に調査

①賃金水準の決定方法
＜現行の制度・運用＞ ＜今後の方向性＞

②人事評価の賃金等への反映

＜n=564＞ ＜n=503＞

＜現行の制度・運用＞ ＜今後の方向性＞

＜n=569＞ ＜n=510＞-13-



（３）現役世代との賃金水準の接続、現業継続社員への期待

①現役世代との賃金接続の考慮の有無 ②現役時に担当していた業務を継続する
社員に期待すること※65歳までの雇用確保措置として、継続雇用制度を導入

している企業を対象に調査て る企業 対象 調査

＜n=600＞

【賃金接続を考慮する企業の対応】

＜n=310＞

（４）高齢期にも活躍してもらうために従業員に期待すること
（上位３つまで選択）（上位３つまで選択）
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６．職務や勤務地を限定した従業員の活用

（１）活用状況

①職務限定正社員 ②勤務地限定正社員

（２）今後の活用方針

①職務限定正社員 ②勤務地限定正社員

【現在、活用している企業】 【現在、活用している企業】

【現在 活用していない企業】 【現在 活用していない企業】

＜n=212＞＜n=112＞

【現在、活用していない企業】 【現在、活用していない企業】

＜n=379＞＜n=474＞
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（３）雇用管理上の課題（上位２つまで選択）
※現在、職務や勤務地を限定した従業員を活用している企業を対象に調査※現在、職務や勤務地を限定した従業員を活用している企業を対象に調査
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７．労働市場の流動化・多様な就労環境の整備に向けて

（１）流動化の阻害要因となっている制度・慣行
（上位３つまで選択）

（２）政府に求める政策（複数回答）

以 上
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